
１１１１　　　　総括総括総括総括

　　　　　　　

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の

 　　　給与水準を示す指数である。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を

　　単純平均したものである。

5,745

14.112.8

千円 千円 千円

391,66128,034,636

千円

２２年度

・空欄としている事項については後日掲載予定（総務省から情報提供される予定である数値等のため）。以降の項

目についても同様

・現在、職員の給与については、壱岐市職員の給与の特例に関する条例及び壱岐市職員の管理職手当の特例に

関する規則に基づき、減額措置を行っている。

％

人 千円

357 1,345,267

壱岐市の給与・定員管理等について

21年度の人件費率

（参考）

区　分

人 件 費 率歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口 実 質 収 支

（２２年度末）

人 件 費

％

3,601,368

Ｂ／Ａ　　　　　　Ｂ

人

一人当たり給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

給　 料 職員手当 一人当たり給与費　　計　　Ｂ

千円 千円

214,314 509,572 2,069,153

給与費 B/A

5,796２２年度

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、２２年４月１日現在の人数である。

（（（（４４４４））））ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況（（（（各年各年各年各年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（（（（３３３３））））特記事項特記事項特記事項特記事項

（（（（１１１１））））人件費人件費人件費人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

（（（（２２２２））））職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

区　分

千円千円

期末・勤勉手当

29,999

職員数

Ａ

（参考）類似団体平均

95.7

95.0

97.4

95.0

96.7

98.8

90.0

95.0

100.0

105.0

壱岐市 類似団体平均 全国市平均

(H18)

(H23)

(H18)

(H23)

(H23)

(H18)
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２２２２　　　　一般行政職給料表一般行政職給料表一般行政職給料表一般行政職給料表のののの状況状況状況状況（（（（２３２３２３２３年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（単位：円）

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

３３３３　　　　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 歳

歳 歳

歳 歳

歳 歳

歳 歳

　　　　③税務職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

2,915,900円

民　　　　　間 参　考

1.7

―

平均年齢

平均給与

月額(Ｂ)

対応する

民間の

類似職種

―

45.4 212,400円調理師

―

―

―

― ――

―

―

― ―

平　　　均

給料月額

Ａ／Ｂ

377,779円

― ―

327,733円

352,133円

平均年齢

313,400円 367,233円

平　　　均

給与月額

(国ﾍﾞｰｽ)

327,733円

6人

民 間  (Ｄ)

309,198円49.0 27人

312人

283,862円49.5 3,689人

壱　岐　市

うち調理師

長　崎　県

国

平均給与

月額(Ａ)

53.8

53.8

49.9

職員数

313,400円

327,665円

367,233円

327,205

384,331

428,285

320,900

区　　分

6人

325,60743.1

壱 岐 市

平均年齢

区　　分

公　　　務　　　員

長 崎 県

（国ベース）

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。(平成20年～22年の3ヶ年平均)

壱　岐　市

参　　　　　考

年収ベース(試算値)の比較区　　分

公務員 (Ｃ)

5,826,196円 2,915,900円

5,826,196円

　 支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

― ――

2.0

※年収ベースの「公務員(Ｃ)」及び「民間(Ｄ)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に

335,585円

Ｃ／Ｄ

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢・業務内容・雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

うち調理師

321,662円

322,040円

2.0

類 似 団 体

長 崎 県

41.0 314,000

区　　分 平均年齢

壱 岐 市

―

374,992

平均給料月額

334,880

―

483,160

―

平均給与月額

平均給与月額

平均給料月額 平均給与月額

43.9 344,508

43.3

国 43.0

類似団体 39.0

343,901

380,434

平均給与月額

（国ベース）

類似団体 351,717384,184

―国 42.3 397,723

444,657

377,150 316,209

―

295,296

（（（（１１１１））））職員職員職員職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況（（（（２３２３２３２３年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

―

１号給の

給料月額

最高号級の

給料月額

３級２級１級

135,600円 261,900円

356,400円

222,900円

458,400円

７級６級５級４級

289,200円

424,600円

320,600円

402,500円309,200円

185,800円

243,700円 390,100円

366,200円
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　　　　④福祉職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　⑤消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　⑥医師・歯科医師職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　⑦看護・保健職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　⑧幼稚園教育職

歳 円 円 円

歳 円 円

40.2

類似団体

類似団体

類似団体 39.2

区　　分 平均年齢

国

―

44.8

長 崎 県

49.4

壱 岐 市

区　　分

―

367,540

平均年齢

平均給与月額

平均給与月額

（国ベース）

壱 岐 市

類似団体 44.0

41.7

区　　分

40.3

817,757

324,880346,226

314,065

　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお

　　　　いて明らかにされているものである。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

― ― ― ―

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 

国

（注）１　「平均給料月額」とは、２３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である

337,92542.9 ―317,947

国

298,468

―

326,629333,729

平均給与月額

―45.5

平均給与月額

343,856

― ―

322,696357,117

（国ベース）

平均給与月額

― ―

平均給与月額

711,225635,100 1,357,238

―― ―

366,561

327,443

平均給料月額 平均給与月額

342,762

平均給与月額

（国ベース）

318,977

327,574

1,217,719

長 崎 県

壱 岐 市

―

42.6

―

国

296,140

487,938

平均給料月額

長 崎 県 ―

国

―

―323,049

348,070 311,421

（国ベース）

――

（国ベース）

類似団体 45.2 582,685

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

765,286

平均給与月額

317,366

長 崎 県

壱 岐 市 42.7 306,400 342,492

―― ―

区　　分 平均年齢 平均給料月額

長 崎 県

壱 岐 市 43.0 318,700

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

― ―

309,300

平均年齢

310,600

平均給料月額

―

―

――
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円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円 円 円

円 円 円

円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

―

351,025

経験年数１０年～２０年未満

高　校　卒

高　校　卒

福祉職

税務職

大　学　卒

大　学　卒

区　　　　分

短　大　卒

大　学　卒 ―

241,490

短　大　卒

198,800

188,900

区　　　　分

高　校　卒

大　学　卒

大　学　卒

289,798

625,500

―

182,438

区　　　　分

288,990248,298

経験年数５年～１０年未満

経験年数２０年～３０年未満

291,777 378,448

経験年数１０年～２０年未満

経験年数１０年～２０年未満

237,468

―172,200

消　防　職

140,100 ―高　校　卒

大　学　卒

大　学　卒医師・歯科医師職

高　校　卒

260,818

看護・保健職

高　校　卒 275,144

342,755225,067

―

経験年数５年～１０年未満

314,893

経験年数１０年～２０年未満

大　学　卒

消防職

経験年数２０年～

経験年数２０年～３０年未満

740,467

区　　　　分

大　学　卒

短　大　卒

区　　　　分

区　　　　　分

税　務　職

高　校　卒

高　校　卒

高　校　卒

中　学　卒

大　学　卒

140,100

国

172,200 172,200

―

140,100

―

長　　崎　　県

―172,200

172,200

福　祉　職

大　学　卒

高　校　卒

一般行政職

技能労務職

―

―

―

（（（（２２２２））））職員職員職員職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（２３２３２３２３年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

127,700

―

壱　　岐　　市

154,300

―139,700

大　学　卒

336,063

203,870

経験年数３５年～４０年未満

技能労務職

244,112

看護・保健職

※医師・歯科医師職以外は、上記額より５％カットして支給している。

区　　　　分

341,715

（（（（３３３３） ） ） ） 職員職員職員職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（２３２３２３２３年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

経験年数１０年

一般行政職

区　　　　分 経験年数１５年 経験年数１９年

経験年数２０年～３０年未満

196,650

経験年数２０年～３０年未満

261,480

経験年数１０年～２０年未満

――

334,115

353,201

211,138

369,056

経験年数５年～１０年未満

231,753 ―

医師・歯科

医師職

―

―

―485,200 ―

140,100

140,100

172,200 ―

―

140,300

140,100

―

―

340,575

経験年数５年～１０年未満

―

経験年数５年～１０年未満

225,625

―

190,000
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４４４４　　　　一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況

  

　（

（（（（２２２２））））昇給昇給昇給昇給へのへのへのへの勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況

７　　級

人事評価制度導入準備中のため、現在は普通昇給のみの取り扱いとしており

（（（（１１１１））））一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数級別職員数級別職員数級別職員数のののの状況状況状況状況（（（（２３２３２３２３年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

構成比（％）

12.2%

主事

11

49

課長・課長補佐・副主幹・副参事

29

7.6%

20.7%

区　　分

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

勤務成績の昇給への反映は行っていない。

４　　級 係長・主任・副参事

６　　級

５　　級

65係長・副主任

統括課長・課長

課長・参事・主幹補・参事補

4.6%

24.1%57

（注）１　壱岐市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

（注）平成１８年度に旧給料表の１級及び２級を１級に統合し、旧３級を２級とし旧４級及び旧５級

を３級にそれぞれ統合し、旧６級を４級と５級へ、旧７級を６級と７級へそれぞれ分割している。

１　　級

２　　級

職員数（人）

27.4%

標準的な職務内容

主事 8

18

３　　級

3.4%

１級

3.9%

１級

3.7%

１級

3.4%

２級

8.9%

２級

8.5%

２級

7.6%

３級

27.6%

３級

28.9%

３級

27.4%

４級

11.7%

４級

9.8%

４級

12.2%

５級

22.6%

５級

24.8%

５級

24.1%

６級

16.3%

６級

17.9%

６級

20.7%

７級

8.9%

７級

6.5%

７級

4.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２３年の構成比 １年前の構成比 ２年前の構成比
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千円 千円

（２２年度支給割合） （２２年度支給割合） （２２年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分
 月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 (
）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参　考】 勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

人事評価制度導入準備中のため、勤務実績の反映は行っていない。

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（定年前早期退職特例措置　2%～20%加算） （定年前早期退職特例措置　2%～20%加算）

千円 千円

従事１回につき20,000円

感染症及び結核に診療に従事感染症及び結核作業手当

船舶臨時運航業務手当

精神科勤務

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２２年度に退職した職員に支給された平均額である。

従事1回につき500円

※平成２０年度で職務手当を廃止し、平成２１年度より麻酔手当を新設。

指定獣医師手当

主主主主なななな支給対象業務支給対象業務支給対象業務支給対象業務

IBR予防接種業務

獣医師 自衛防疫業務

麻酔手当 医師

１人当たり平均支給額（２２年度）

（1）～（4）従事した日1

日につき1,000円

（5）～（6）従事1件につ

き2,000円

％

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算）

（1）感染症患者又は感染症の疑いのある患

者の救護作業

（2）感染症患者又は感染症の疑いのある患

者に接する業務に従事するとき

（3）感染症菌の付着した又は付着の危険

がある物件の処理作業従事

（4）結核予防及び感染症予防消毒に従事

（5）結核病及び感染症死亡人処理に従事

（6）行旅病人及び行旅死亡人の取扱

主主主主なななな支給対象職員支給対象職員支給対象職員支給対象職員

8

手当手当手当手当のののの名称名称名称名称

642,361

左記職員左記職員左記職員左記職員にににに対対対対するするするする支給単価支給単価支給単価支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（２２年度）

41.34

― ―

職制上の段階、職務の級等による加算措置

1.45 1.45

（（（（２２２２））））退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（２３２３２３２３年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

５５５５　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

0.650.65

23.50

・役職加算　5～10%

23.50

壱　　　　　岐　　　　　市

1.35

国

1.35 2.602.60 1.35 2.60

1,600

―

（（（（１１１１））））期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当

1,435

23,767

1頭125円以内

医術の向上、往診及び救急患畜対応

千円

円

1人につき月額23万円以内

臨時運航業務に従事した場合

勤務日1日につき医師400円

その他の職員150円

6.46

1戸500円以内

勤務日1日につき400円

全身麻酔業務に従事（所属診療科以外)

47.50

（（（（３３３３））））地域手当地域手当地域手当地域手当・・・・・・・・・・・・（（（（該当手当該当手当該当手当該当手当なしなしなしなし））））

59.28

59.28

・役職加算 5～20%　･管理職加算 10～25%

国

30.55

・役職加算 5～20%　･管理職加算 10～20%

59.28

１人当たり平均支給額 26,8481,530

59.2859.28

59.28

41.34

壱　　　　　岐　　　　　市 長　　　　　崎　　　　　県

33.50

30.55

職制上の段階、職務の級等による加算措置

１人当たり平均支給額（２２年度）

47.50

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（（（（４４４４））））特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当（（（（２３２３２３２３年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

支　給　実　績　（２２年度決算）

作業を行った職員

船員

獣医師獣医師手当

精神科に勤務する医師

医師又はその他の職員

獣医師

精神科勤務手当

感染症防疫作業等

　　　　　　従事手当

33.50

手当の種類（手当数）

予防接種手当

6



（（（（５５５５））））時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

22,171

千円

同じ

同じ

千円異なる

勤務1時間

あたりの給

与額の算

出方法が

異なる

千円

●借家・借間居住者：

・家賃23,000円以下の場合

　　家賃－12,000円

・家賃23,000円を超える場合

　　（家賃－23,000円）×1/2

　　　　　　　　　　　＋11,000円

臨時又は緊急の必要その他公務の運

営の必要により週休日又は休日に勤務

した管理職員に支給

支給額　1回につき6,000円以内

268

管理職特別勤務手当

研究手当

114,626

手　当　名 内容及び支給単価

支 給 実 績 （ ２ ２ 年 度 決 算 ）

職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） 220

91,431

休日勤務手当

休日の勤務時間数×勤務１時

間あたりの給与額×135／100

統括課長級　給料月額× 15％

課長級　給料月額× 10％

千円異なる

国：俸給の

特別調整額

として支給

千円管理職手当

22,175

夜間勤務手当

千円

特地勤務手当

教育委員会の指導主事に対し2万

200円を超えない範囲で支給

4,664宿日直手当

勤務1回につき　医師2万円

　その他の職員4,200円

教員特別手当

医術の向上のため、診療医師に対し月

額23万円以内の調査研究費を支給

通勤手当

扶養手当

（（（（６６６６））））そのそのそのその他他他他のののの手当手当手当手当（（（（２３２３２３２３年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

国の制度

との異同

●交通機関利用者：

　　最高支給限度額　55,000円

●交通用具利用者：

　　2ｋｍ～30ｋｍ距離区分に応じ

　　2,000円～13,700円

26,295

27,044

6,500円

11,000円

同じ

配偶者

特定扶養(満16歳年度

初めから満22歳年度

末)の子にかかる加算

配偶者非扶養の場

合の 1人目

配偶者がない場合の1人目

同じ

その他扶養2人目以降

午後10時から翌日の午前5時まで

の間に勤務した交替制勤務者に支

給

支給額：夜間勤務時間数×勤務１

時間あたりの給与額×25／100

　6,500円

同じ

5,000円

250,985

（２２年度決算）

円

支給実績

（２２年度決算）

89,853

255,896

国の制度と

異なる内容

13,051

平均支給年額

千円

支給職員１人当たり

千円

千円

千円

千円

7,500

158,629

千円

52,614

131,970

120

千円

千円

416

3,086

千円

1,110

17,598

同じ

27,600

千円

2,509,091

386,688

208,128

440,878

263,991

教育委員会の指導主事に支給

　（給料＋扶養手当）×8％

準特地勤務手当

同じ

勤務1時間

あたりの給

与額の算

出方法が

異なる

教育委員会の指導主事に対して着

任後3年以内に限り支給

　（給料＋扶養手当）×4％

住居手当

職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算）

支 給 実 績 （ ２ １ 年 度 決 算 ）

13,000円
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円

円

円

円

円

円

円 円

（ 円 ）

円 円

（ 円 ）

円 円

（ 円 ）

円 円

円 円

円 円

月分

月分

　　 （　算　定　方　式　） （１期の手当額） （支給時期）

在任期間ごと

〃

―収 入 役 ― ―

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、

平成23年度は

2.95月分

平成23年度は

2.95月分

備　　　　考

264,968

3,097,229

内容及び支給単価

円／

-

議 員

異なる

千円

230,000

円／

円／

180,000

940,000

円／

           １期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

千円

（２２年度決算）

支給職員１人当たり

平均支給年額

　　（２２年度支給割合）

救急手当

支給額　月額23,000円

ただし、職員の住居と配偶者の住居間

の距離が100キロ以上の場合は加算有

（距離により6,000～45,000円支給）

手　当　名

技師手当

副 議 長

議 長

330,000

800,9098,810

国の制度

との異同

支給実績

（２２年度決算）

千円

副 市 長

収 入 役

-

380,000

役職加算　１５％

300,000

　　（２２年度支給割合）

474,000

450,000

２．９５

96

545,000

750,000

34,070

※１８年７月に３手当を廃止し、５手当について改正を行っている。

195,741

24,000

千円

医師及び教育委員会の指導主事に対

して支給

・医師　月額 30,000円

・指導主事　(給料＋管理職手当＋扶

養手当)×３％

市 長
退

職

手

当

報

酬

備　　　　考

副 議 長

期

末

手

当

市 長

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

副 市 長 給料月額×在職年数×360/100

議 員 役職加算　１５％

９，６００千円

千円

加算額が

異なる。

4,769

0

千円

異なる

三島航路の船舶に乗り組み、運航及び

船舶保全その他船舶に従事する職員

月額2,000円

単身赴任手当

調整手当

544,000

６６６６　　　　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（２３２３２３２３年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

議 長

0

5,285

249,000

259,000

（参考）類似団体における最高／最低額

９，２１６千円

給料月額×在職年数×600/100

離島診療手当

給 料 月 額 等

食料手当

医師の支給

率が異なる

200,000

円／

円／

国の制度と

異なる内容

救急患者の対応のため緊急に正規の

勤務時間外に勤務した医師へ支給。

・勤務1回　10,000円

区 分

給

料

市 長

副 市 長

収 入 役

離島医療確保上、困難な診療に従事

する職にある医師　月額24万円以内

２．９５

病院に勤務する職務のものに支給

・薬剤師　月額70,000円、診療放射線

技師　月額7,000円、臨床検査技師

月額7,000円、栄養士　月額7,000円、

理学療法士　月額7,000円、臨床工学

技士　月額7,000円、臨床心理士　月

額7,000円

640,000

560,000

800,000

市長については、

H20.5.1より、給料

月額を1/2減額し

算定する（月額

400,000円として算

定）
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７７７７　　　　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況

（（（（１１１１））））部門別職員数部門別職員数部門別職員数部門別職員数のののの状況状況状況状況とととと主主主主なななな増減理由増減理由増減理由増減理由

（各年４月１日現在）

人

人）

人

人）

人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（（（（２２２２））））職員職員職員職員のののの任免任免任免任免にににに関関関関するするするする状況状況状況状況

事務の統廃合縮小

非正規職員の活用

小　計

平成2２年 平成2３年

31

0

技能労務職 0

1

0 1 0

6

49

67

幼稚園教育職 0 0

一般行政職

239

衛　生

農林水産 42

7

16 21 4

H22.4.2～H23.3.31

5 2

3 3

5 0

0

2

△ 7

△ 1

△ 1

事務の統廃合縮小

人口１万人当たり職員数

普

通

会

計

部

門

一

般

行

政

部

門

議　会

＜参考＞

△ 6

0

△ 14

職 員 数

50

246

4

5

[　　690　　］ 人口１万人当たり職員数

平成２２年度

187.7

H23.4.1 H22.4.1

交　通

△ 1

[　　690　　］ [　0　］

213

44

563

小　計 219

医療職

薬剤・医療技術職

計

看護・保健職

その他

　　　２．職種区分の「その他」のうちの「その他」とは、海事職、福祉職、消防職等である。

その他

1

2

577

44その他

（注）１．職種区分は、「平成２３年度地方公務員給与実態調査」による。

下水道

税　務

総　務

　　　　　　　区　　分

部　　門

教育部門

民　生

計

土　木

ア　平成２２年度及び平成２３年度の職種別採用者数

　　　　　　　　　区分

職種

平成２３年度

0

116.7

消防部門

合　　計

商　工

　

会

計

部

門

公

営

企

業

等

病　院

3

水　道

7

94.86

非正規職員の活用

△ 8

欠員不補充

（類似団体の人口１万人当たり職員数

0

△ 4

△ 1

13

6

13

152 148

0

358

72.43（類似団体の人口１万人当たり職員数

62 62

350 人口１万人当たり職員数

28

＜参考＞

79.7

主 な 増 減 理 由

△ 4

△ 1

2

　〃△ 3

△ 1

＜参考＞

8 　〃

38

1

0

24

9

非正規職員の活用

業務増

対前年

増減数

14

66

業務増

55

4

非正規職員の活用

26

56

13

9



　

4 13

職員数

人

3

（（（（３３３３））））年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成のののの状況状況状況状況（（（（２３２３２３２３年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

34 14

人 人

0

0

0

30 0

0

0 0

7

4看護・保健職 10 3 3

7 0

0 0

一般行政職

0

0 0

0 0 0 0

幼稚園教育職 1 1 0

0

合計 定年退職 希望退職 普通退職 その他

10 7 1 2

その他 6 3

薬剤・医療技術職

人

54 89

人人 人 人

60 61 56259 65 4

人 人

35歳

5 13 30 50 72

人 人

59歳 以上

人

55歳

～

24歳 28歳

39歳 47歳 51歳43歳27歳 31歳

40歳

～

32歳

～ ～ ～ ～

計

48歳 56歳 60歳52歳

～ ～

36歳 44歳

～

技能労務職

　　　　　　　　　区分

職種

イ　平成２２年度職種別事由別離職者数

その他

医療職

計

区　分

～

未満

20歳 20歳

23歳

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

2

0

歳

未

満

2

0

―

2

3

2

4

-

2

7

2

8

-

3

1

3

2

-

3

5

3

6

-

3

9

4

0

-

4

3

4

4

-

4

7

4

8

-

5

1

5

2

-

5

5

5

6

-

5

9

6

0

歳

以

上

構成比

１年前の構成比

%

10



（（（（４４４４））））職員職員職員職員のののの推移推移推移推移

（単位：人・％）

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

      ２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

８８８８　　　　職員職員職員職員のののの勤務時間勤務時間勤務時間勤務時間そのそのそのその他他他他のののの勤務条件勤務条件勤務条件勤務条件のののの状況状況状況状況

（（（（１１１１））））休暇休暇休暇休暇のののの種類種類種類種類

（（（（２２２２））））一般職員一般職員一般職員一般職員のののの勤務時間勤務時間勤務時間勤務時間のののの状況及状況及状況及状況及びびびび年次有給休暇年次有給休暇年次有給休暇年次有給休暇のののの取得状況取得状況取得状況取得状況

（（（（３３３３））））育児休業育児休業育児休業育児休業のののの取得状況取得状況取得状況取得状況

（（（（４４４４））））介護休暇介護休暇介護休暇介護休暇のののの取得状況取得状況取得状況取得状況

219

358

50

213

350

6262

224

366

１９年 ２０年 ２１年

250

63

5353

63

246

２２年

239

人

取得者数

0

平成19年10月1日廃止

8.2

人 人

人

人

４月を超え

５月以下

0

人人 人

0 00 0

（注）取得者数は、平成22年度中に新たに介護休暇を取得した職員数を記載している。

0

３月を超え

４月以下

２月を超え

３月以下

１月を超え

２月以下

合計5月超

3

取得者数

人 人

年次有給休暇

1年に20日付与（４月1日付新規採用職員　15日）

3～6ヶ月未満 6～9ヶ月未満 9ヶ月～1年未満

（注）1　一般職員とは、非現業の一般職に属する職員のうち、市長部局に勤務する職員である。

　　　2　年次有給休暇の平均取得日数は、平成22年1月1日から平成22年12月31日までのものである。

平均取得日数内　　　　　　　　　　　容

日

1日の正規の

勤務時間

1週間の正規

の勤務時間

640総合計

職員の休暇の種類には、①年次有給休暇　②公傷休暇　③病気休暇　④療養休暇

　　　　　　　　　　　　　　　　⑤生理休暇　⑥特別休暇　⑦組合休暇　⑧介護休暇があります。

577 563

63

394

604623

49

229

590

292 279 262

51 52

226

378

２３年

過去５年間の

増減数（率）

　　　　　　区

分

部門

１８年

（注）取得者数は、平成22年度中に新たに育児休業を取得した職員数を記載している。

人

8:30

終了時刻

17:15

休憩時間

12:00～13:00

合計

00

人

7

年末に年次有給休暇の使用残日数がある場合は20

日を限度として翌年に繰り越すことができる。

1

消　防

普通会計計

235

405

62

38時間45分 7時間45分

開始時刻

1月以下

人

3ヶ月以下

3

1年～1年3ヶ月未満

休息時間

▲22 ( ▲9.4%)

▲77 (▲12.0%)

公営企業等会計

教　育

一般行政

▲55 (▲13.6%)

▲53 (▲18.2%)

▲ 2 ( ▲3.9%)

    0  (      0%)
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９９９９　　　　職員職員職員職員のののの分限及分限及分限及分限及びびびび懲戒処分懲戒処分懲戒処分懲戒処分にににに関関関関するするするする事項事項事項事項

１０１０１０１０　　　　職員職員職員職員のののの服務服務服務服務にににに関関関関するするするする事項事項事項事項

１１１１１１１１　　　　職員職員職員職員のののの研修及研修及研修及研修及びびびび勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの評定評定評定評定のののの状況状況状況状況

･これからの管理職員(企画力と行動力の発揮) H22.7.6～8 1

･市町村長等特別セミナー H23.1.12～13 1

外部派遣研修

合　　　計

H22.5.18～26

3

1

1

1

H22.8.3～6 1

･広報誌・パンフレット作成研修

5

H22.7.22～24 1

5

・観光戦略の実践と地域活性化

H22.10.7～8外

合　　　計

H22.8.30～9.3

H22.10.1～12

･公会計改革（総務省方式改訂モデル「平成21年度版」）研修会

･中都市中堅職員合同研修

･新規採用職員研修 H22.4.6～9

H22.8.26～27

・壱岐市職員 公務員倫理研修

･平成22年度合併市町フォローアップ事業（企画部門）第1回研修会・検討会

0人

減　給

17

降　任

H22.11.10

332

①　法令等及び上司の職務上の命令に従う義務

＊懲戒処分・・・職員に、法令等違反や全体の奉仕者

である公務員としてふさわしくない非行があった場合

などに、公務員関係の秩序を維持するため、制裁とし

て行うもの

＊分限処分・・・公務の能率を維持し公務

の適正な運営を確保するため、勤務実績

が良くない場合や心身の故障により長期の

休養を必要とする場合に、職員の意に反し

て行うもの

･フォローアップ研修（1年目研修）

･監査委員特別講座

･法令実務A

1

21

H23.3.8～9

休　職 戒　告 停　職

（注）人数は、平成22年度中に対象となった職員数を記載している。

　すべての職員は、「全体の奉仕者」として公共の利益のために勤務し、職務遂行に当たっては全力

を挙げてこれに専念しなければならない。この服務の根本基準を忠実に実行するため、地方公務員

法の規定により職員には次のような職務上の義務が課されている。

免　職 免職

1人 0人 1人1人 1人 2人

参加人数

（延べ人数）

実施日等

（（（（１１１１））））研修研修研修研修のののの状況状況状況状況（（（（２２２２２２２２年度実績年度実績年度実績年度実績））））

99

H22.6.30～7.1

区分 内　　　　　　容

集合研修

H22.8.9

H22.10.21 20

18

18

160

⑤　政治的行為の制限

②　信用失墜行為の禁止

④　職務に専念義務

③　秘密を守る義務

H22.12.21～12.22

⑥　争議行為等の禁止

・コンプライアンス研修

・メンタルヘルス（ストレスコーピング）研修

H22.10.22

⑦　営利企業等の従事制限

＊平成２2年度は、服務義務違反により処分された職員は１人である。

・パソコン研修

・法令研修

･ハラスメント研修
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１２１２１２１２　　　　職員職員職員職員のののの福祉及福祉及福祉及福祉及びびびび利益利益利益利益のののの保護保護保護保護のののの状況状況状況状況

（（（（１１１１））））職員職員職員職員のののの社会保障社会保障社会保障社会保障

（（（（３３３３））））そのそのそのその他他他他のののの福利厚生事業福利厚生事業福利厚生事業福利厚生事業のののの状況状況状況状況

（（（（４４４４））））勤務条件勤務条件勤務条件勤務条件にににに関関関関するするするする措置措置措置措置にににに関関関関するするするする要求等要求等要求等要求等のののの状況状況状況状況

長崎県市町村職員共済組合　保健事業による

定期健康診断 458

95

人間ドック（１日） 107

人間ドック（２日）

共　済　制　度

長崎県市町村職員共済組合

短期給付事業、長期給付事業及び保健

事業等を行っている。民間事業者に例

えると社会保険、厚生年金等に相当す

る。

公立学校共済組合長崎県支部

　地方公務員法に基づき、職員は、給与、勤務時間その他勤務条件について、公平委員会に地

方公共団体の当局により適切な措置が執られるべきことを要求することができる。また、任命権者

が、職員に対して行った不利益な処分について、公平委員会に対して不服申立てができるように

なっている。

　壱岐市は、平成２１年度より長崎県市町村公平委員会を県内４市（対馬市、西海市、雲仙市、南

島原市）及び長崎県市町村総合事務組合と共同設置している。

　平成２２年度においては、「勤務条件に関する措置の要求」及び「不利益処分に関する不服申

立て」についてはいずれも０件であった。

スポーツ・レクリエーション活動奨励のため、職員が団体

で参加するスポーツ行事等について、その参加経費を助

成する。

２２年度

決算額(円)

6130,090

内　　　　　　容 対象件数

区　　　　分 受診者数

（（（（２２２２））））職員職員職員職員のののの健康診断健康診断健康診断健康診断のののの状況状況状況状況（（（（２２２２２２２２年度年度年度年度））））

公務災害補償制度 地方公務員災害補償基金

職員が公務上受けた労働災害を、公務

災害といい、地方公務災害補償法に基

づく補償を受ける。

（平成２２年度　認定件数　４件）

実　　施　　主　　体 内　　　　　　　容

（（（（２２２２））））勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの評定評定評定評定のののの状況状況状況状況（（（（２２２２２２２２年度年度年度年度））））

区　　分

　地方公共団体は、地方公務員法により職員の福利厚生の計画を樹立し、実施することが義務付けら

れています。壱岐市においても、職員の健康保全・生活の安定を目的に支援を行っています。

評　　定　　の　　方　　法 評定結果の活用

未　　　　実　　　　施

評　定　者
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